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《参考資料２》各種事故調査報告書への対応状況
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各事故調査報告書の教訓に対する対応状況（ハード対策：1.津波対策）

・内部およ
び外部か
らの溢水
事象を緩
和する能
力を確認

すること。
（アクセ
ス可能な
扉、バリ
ア、貫通
部シール
の健全
性）

INPO

・敷地への
浸水対策

・建屋への
浸水対策

・扉、 貫通
部、重要機
器設置場所、
バッテリー
室, 直流電
源盤室等の
止水対策及
び水密化

・津波監視
体制の強化

東電事故調

・ハザードの
定期的な見
直し(今後継
続的に実施)

・扉，ルー
バー等の止
水対策

・重要機器室
の止水対策

・防潮堤の設
置

・津波対策
の実施

・津波対策の
実施

【対策6】

・浸水対策
の強化

【対策12】

・事故時の
判断能力の
向上

【対策13】

・冷却設備
の対浸水性
確保

【対策14】

・事故後の
最終ヒート
シンクの強
化

NISA技術的
知見30項目

国会事故調
政府事故調
（中間+最終）

・防潮堤の
設置

・建屋や重
要機器の
水密性向
上

民間事故調
大前レポート
(中間+最終)

敷地への浸水対策

防潮提の設置

補機取水路蓋掛け

建屋への浸水対策

建屋防潮壁、防潮板
設置

熱交換器建屋等浸水
対策

津波監視システム

津波警告システム構
築

重要エリアへの浸
水対策

重要エリア止水処理

原子炉建屋等排水対
策

開閉所防潮壁設置

変圧器回りの浸水対
策

対応状況
問題点
想定を
超える津波
に対する防護
が脆弱だった。

多重化した
津波対策

・津波対策が海
水ポンプの嵩
上げなど限定
的であり、敷
地高さを超え
る津波への対
策や影響緩和
策が考慮され
ていなかった。
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各事故調査報告書の教訓に対する対応状況（ハード対策：2.電源対策）

・電源設備
の燃料確
保と給油
方法の確
立

・SA時に必
要となる
計器の選
定と電源
の確保

INPO

・電源車の用
意と分散配
置

・電源等重要
機器の高所
への移設

・直流電源設
備の配置見
直し

・高台に電源
確保

・外部電源設
備の早期復
旧可能な対
策

・D/D FPの
動力源の燃
料確保

・SRV，D/D 
FP制御用の
予備バッテ
リーの確保

・計測機器用
バッテリー
の確保

東電事故調

・代替直流電源
の確保

・多様性を持っ
た電源の確保

・直流電源の大
容量化

・計装設備に対
する専用電源
の確保

・電源盤の設置
場所見直し
（高所に設
置）

・電源の号機間
融通

・電気設備の予
備品（バッテ
リー，仮設照
明，小型発電
機等）の確保

・補助的高圧系
への（CRD，
ＳＬＣ，CUW
等）電源確保

・電源車接続位
置多重化(対応
済)

・海水以外の冷却
システムとして
空冷式の非常用
電源設置

・電源喪失へ
の対応

・電源（直
流・交流）の
確保

・直流電源の
備蓄

・D/G，電源
盤の設置場所
の多重化，多
様化

【対策4】

・外部電源設備の
迅速な復旧

【対策5】

・所内電気設備の
位置的な分散

【対策7】

・非常用交流電源
の多重性と多様
性の強化

【対策8】

・非常用直流電源
の強化

【対策9】

・重要な計装設備
に対する専用電
源の確保

【対策10】

・外部からの給電
の容易化

【対策11】

・電気設備関係予
備品の備蓄

【対策27】

・事故時における
計装設備の信頼
性確保

NISA技術的
知見30項目

国会事故調
政府事故調
（中間+最終）

・電源盤の
設置場所
の多様化

民間事故調
大前レポート
(中間+最終)

電源の多様化

空冷式ガスタービン
発電機車の配備

電源車の配備

蓄電池等（直流電
源）強化

更なる高台電源等増
強

電源盤設置の多様
化

高台電源設備（緊急
用）

燃料の確保

地下軽油タンクの設
置

対応状況問題点
全交流電源
に対する
対策が不十分
であった。

・D/G及び電
源盤が被水
し，電源供
給機能が喪
失した結果，
必要な設
備・機器へ
の給電がで
きなかった

電源及び
電源盤の
配備と高
台設置
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各事故調査報告書の教訓に対する対応状況（ハード対策：3.水源）

INPO

・消防車に
よる海水利
用手順の整
備

・淡水タン
ク間の融通
ラインの整
備(送水ラ
インの多重
化等で対
応)

東電事故調

・水源の多様
化

・ユニット内
循環ライン
の多様化

・予備水源強
化・増設

・火災，原子
炉注水重複
時の水源棲
み分けの検
討

【対策16】

・代替注水
機能の強化
（水源に多
重性・多様
性を持たせ
る）

NISA技術的
知見30項目

国会事故調
政府事故調
（中間+最終）

民間事故調
大前レポート
(中間+最終)

水源の確保

淡水貯水池の設置

井戸の設置

淡水の輸送

建屋外からのCSP注
水手順整備

海水注水

海水利用手順の整備

対応状況
問題点
全交流電源
喪失時の水
源の確保と
注水手順の
整備が不十
分だった

・水源が確保で
きず炉やSFP
に注水ができ
なかった
・炉やSFPへの
注水ラインの
準備が不足し
ていた

水源の確
保と水源
からの注
水手段の
確立
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全ての電源を喪失
した場合や，その
後の手段（高圧注
水，減圧、低圧注
水，除熱等）が十
分に準備されてい
なかった。

多重化・多様
化した注水・
減圧・除熱手
段が必要

各事故調査報告書の教訓に対する対応状況（ハード対策：４.高圧注水対策の例）

INPO

・SLC, CRD
等 の早期
復旧(電源
及び水補
給)手段の
策定

・RCIC手動
起動手順の
整備

東電事故調

・バルブを交
流、直流及
び手動操作
可能にする、
又は自動化
を検討する。

【対策16】
・代替注水
機能の強化

NISA技術的
知見30項目

国会事故調
政府事故調
（中間+最終）

民間事故調
大前レポート
(中間+最終)

高圧注水機能の多
様化

ホウ酸水注入系緊急
活用手順整備

制御棒駆動水圧系緊
急活用手順整備

RCIC手動起動手順整
備

代替高圧注水設備設
置

対応状況
問題点

・SBOにより電動
駆動の原子炉注
水設備が機能を
喪失した。また，
蒸気駆動のRCIC
等についても，
直流電源喪失に
より機能を喪失
し，最終的にす
べての原子炉注
水手段を喪失し
た。



5

各事故調査報告書の教訓に対する対応状況（ハード対策：５.減圧対策の例）

・IA/SA系
の号機間
タイライ
ンの確保
(既設)

INPO

・予備窒素
ボンベの配
備

東電事故調

・SRV用
バッテリー
の配備, 
SRV駆動源
の多様化, 減
圧手段の多
様化

・予備バッテ
リーの設置
時間の迅速
化(訓練含
む)、バッテ
リー持続時
間の延長、
バッテリー
に頼らない
SRVの仕組
み検討

・予備バッテ
リー中操近
傍配備

・可搬式エ
アーコンプ
レッサの配備

【対策15】

・隔離弁・
SRVの動
作確実性の
向上

NISA技術的
知見30項目

国会事故調
政府事故調
（中間+最終）

民間事故調
大前レポート
(中間+最終)

SRV駆動源の信頼
性向上

SRV操作用予備蓄電
池配備

SRV駆動用予備ボン
ベ配備

SRV駆動用空気圧縮
機配備

対応状況
問題点
全ての電源を喪失
した場合や，その
後の手段（高圧注
水，減圧、低圧注
水，除熱等）が十
分に準備されてい
なかった。

多重化・多様
化した注水・
減圧・除熱手
段が必要

・SRVの操作
に必要な直流
電源が不足し，
原子炉減圧に
時間がかかり，
低圧注水がで
きない状態で
あった。



6

全ての電源を喪失
した場合や，その
後の手段（高圧注
水，減圧、低圧注
水，除熱等）が十
分に準備されてい
なかった。

多重化・多様
化した注水・
減圧・除熱手
段が必要

各事故調査報告書の教訓に対する対応状況（ハード対策：６.低圧注水対策の例）

・水補給

INPO

・注水用消
防車の高台
配備

・消防車の
配備, 消火
系配管の活
用

東電事故調

・注水用消防
車の確保, 
接続箇所の
多重化

・消防車台
数・ホース
の増強, 設
置場所の見
直し, 消防
車の注水能
力強化

【対策16】
・代替注水
機能の強化

NISA技術的
知見30項目

国会事故調
政府事故調
（中間+最終）

民間事故調
大前レポート
(中間+最終)

注水機能の多様化

消防車（注水用）高
台配備

MUWCへの外部接続
口設置

D/D FPの増強

対応状況
問題点

・AMGの機器も
含めて，事故対
応時に作動が期
待されていた機
器・電源がほぼ
すべて機能を喪
失した。このた
め，現場では消
防車を原子炉へ
の注水に利用す
るなど，臨機の
対応を余儀なく
された。
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全ての電源を喪失
した場合や，その
後の手段（高圧注
水，減圧、低圧注
水，除熱等）が十
分に準備されてい
なかった。

多重化・多様
化した注水・
減圧・除熱手
段が必要

各事故調査報告書の教訓に対する対応状況（ハード対策：７.原子炉等の冷却対策の例）

・海水・淡
水系の号
機間タイ
ラインの
確保（当
社は手段
の多様化
で対応）

・電源喪失, 
高放射線
環境下，

高温状況
下でのベ
ント実施
の指針策
定

・手動ベン
ト機構の
設置

・ベントを
実施し、
水素排
出・注水
を指示す
る指針の
策定(手順
書策定済)

INPO

・電源や冷却
設備を一体
で移動式と
した可動式
熱交換設備
の配備

・海水ポンプ
用予備モー
タの設置

・ベントライ
ン空気駆動
弁の手動操
作機構の設
置

・ベントライ
ン弁作動用
のコンプ
レッサー又
は予備ボン
ベの配備(対
応済)
・ベントライ
ンの信頼性
向上(ラプ
チャーディ
スクの扱い
を含む)
(フィルタベ
ントとあわ
せて対応)
・原子炉格納
容器への代
替注水手順
の整備

東電事故調

・耐水性の高い
（密封型）海水
ポンプモータの
検討等

・海水モータ洗浄
装置の設置，予
備品の確保

・W/Wベントによ
るフィード・ア
ンド・ブリード
の実施(手順書対
応済)
・ベント用電源及
びボンベ，コン
プレッサー等の
準備並びに設置
訓練の実施(対応
済)

・ベントライン弁
駆動用ボンベか
らの空気漏えい
防止対策並びに
交換用ボンベ配
備)

・ベントの設計の
見直し及び過去
の設計経緯の確
認(対応済)

・SBO時にもベン
ト可能となるよ
うシステム変更
(対応済)

・空気圧に頼らな
い(ラプチャー
ディスクを使用
しない)ベント方
法、ラプチャー
ディスクの撤去
(フィルタベント
とあわせて対応)
・PCVベント時の

N2注入の実施
（当社はプラン
ト状態が落ち着
いたらN2注入す
ることで対応）

・ベントラ
イン弁の手
動操作に関
する手順書
が無かった
ことに言及

・ベントラ
インの耐震
クラスから，
地震による
破損の可能
性に言及。

・ベントラ
インが他系
統と接続し
ていたこと
と逆流の可
能性に言及
し，複数で
作業性の悪
いベントラ
インは改め
るべき。

【対策14】
・事故後の
最終ヒート
シンクの強
化

【対策18】
・格納容器
の除熱機能
の多様化

【対策21】
・ベントの
確実性・操
作性の向上

【対策23】
・ベント配
管の独立性
確保(フィ
ルタベント
とあわせて
対応)

NISA技術的
知見30項目

国会事故調
政府事故調
（中間+最終）

・欧米には
ベント弁
をシャフ
ト(軸)で
固定し，
かなり離
れた場所
から操作
できるよ
うに工夫
されたベ
ントライ
ンを持つ
原子力発
電所も存
在する。

民間事故調
大前レポート
(中間+最終)

注水用機器の予備
品確保

海水ポンプ予備モー
タ配備

格納容器除熱機能
の多様化

交流電源に頼らない
格納容器スプレイ手
順の整備

代替海水熱交換器設
備配備

代替水中ポンプ配備

格納容器ベントの
確実性の向上

格納容器ベント用手
動ハンドル設置

対応状況
問題点

・交流電源を
用いるすべて
の冷却機能が
失われ，冷却
用海水ポンプ
も冠水し，原
子炉除熱機能
を喪失した。
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各事故調査報告書の教訓に対する対応状況（ハード対策：８.炉心損傷後の影響緩和対策の例）

・ベントラ
インへの
フィルタ
設置

・PCV内へ
の水素処
理設備設
置（当社
はプラン
ト状態が
落ち着い
たらN2注
入するこ
とで対
応）

INPO

・フィルタ
ベントの設
計検討

・トップベ
ント設備の
設置

・ブローア
ウトパネル
開放手順の
準備（ソフ
ト）

東電事故調

・ベントライ
ン多重化、
安全系への
格上げ、弁
設置場所の
変更

・フィルタベ
ントの設置

・水素爆発メ
カニズムの
解明

・水素発生時
の建屋閉鎖
空間での滞
留防止

・Ｒ／Ｂから
の水素ベン
トを可能に
する天蓋の
設計

・ＰＣＶ気密
性の強化

・水素セン
サーの設置

・ＰＣＶ炉心
溶融落下に
対する脆弱
性

・フィルタ
ベントにつ
いて東京電
力の過去の
検討経緯を
紹介してい
るが、設置
しなかった
ことについ
ての是非に
は言及せず

【対策19】

・格納容器
トップフラ
ンジの加温
破損防止

【対策21】

・ベントの
確実性・操
作性の向上

【対策22】

・ベントに
よる外部環
境への影響
の低減

【対策24】

・水素爆発
の防止（濃
度管理及び
適切な放
出）

NISA技術的
知見30項目

国会事故調
政府事故調
（中間+最終）

・欧州等で
は、ベン
トライン
にフィル
タを設置
している
ことで放
出される
放射性物
質を低減

民間事故調
大前レポート
(中間+最終)

水素滞留対策

原子炉建屋トップベ
ント設備設置

建屋水素濃度計設置

原子炉建屋水素処理
設備設置

放射性物質放出低
減対策

フィルタベント設備
設置

格納容器破損防止
対策

格納容器頂部水張り
設備設置

対応状況問題点

炉心損傷後の
影響緩和の手
段が整備され
ていなかった。

水素対策、
格納容器破
損防止対策、
放射性物質
放出低減対
策が必要

・炉心損傷後に発
生する水素の検
知・処理手段が
なかった。
・格納容器破損防
止対策、放射性
物質放出の低減
手段が不十分で
あった。
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各事故調査報告書の教訓に対する対応状況（ハード対策：９.燃料プール対策の例）

・水補給機
能、水
位・温度
監視機能
の強化

INPO

・消防車の
配備、消火
系配管の活
用

・SFP深部
の水位及び
温度が計測
可能な装置
の設置

東電事故調

・SFP注水手
段確保

・消防車台
数・ホース
の増強、設
置場所の見
直し

・消防車の注
水能力強化

・水位低下時
の測定も可
能な水位・
水温計と携
帯式非接触
温度計の設
置

・電源不要
のSFP注
水ライン及
びSFPス
プレイライ
ンといった
代替注水手
段を取り入
れていな
かったこと
に言及

【対策17】

・使用済燃
料プールの
冷却・給水
機能の信頼
性向上

NISA技術的
知見30項目

国会事故調
政府事故調
（中間+最終）

民間事故調
大前レポート
(中間+最終)

燃料プール注水対
策

外部からの注水配管
設置

注水用の消防車を高
台に配備

コンクリートポンプ
車配備

D/DFPの増強

燃料プールの状態
把握のための対
策

監視カメラ、水位計
測可能な温度計の設
置

対応状況問題点
電源が喪失し
た場合の燃料
プールへの対
策が整備され
ていなかった。

燃料プール
への注水手
段の確保、
状態把握手
段の確保が
必要

・電源が喪失した
場合の燃料プー
ルへの注水手段
がなかった
・燃料プールの水
位、水温を把握
できる手段がな
かった。
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各事故調査報告書の教訓に対する対応状況（ハード対策：10.地震対策の例）

INPO

・送電鉄塔
の基礎安全
性評価

・１つの変
電所の全停
電時におい
ても外部電
源を維持可
能な設備形
成

・地震によ
る開閉所損
傷原因の分
析評価及び
必要な対策

東電事故調

・定期的な指
針の見直し
(今後継続的
に実施)

・鉄塔、開閉
所の耐震強
化

・外部電源
（送電網）
の多重化及
び発電所間
での連携・
融通機能強
化

・１Fについ
て、FP系
の耐震クラ
スから、地
震による損
傷の可能性
に言及

【対策１】

・外部電源
系統の信頼
性向上

【対策３】

・開閉所設
備の耐震性
向上

NISA技術的
知見30項目

国会事故調
政府事故調
（中間+最終）

民間事故調
大前レポート
(中間+最終)

地震対策

復水補給水系配管
等の耐震強化

送電鉄塔基礎安定
性等評価

淡水タンク耐震強
化

開閉所、変圧器の
耐震強化

対応状況問題点

更なる安
全性の向
上の観点
からの耐
震性向上
策の実施
が望まし
い。
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各事故調査報告書の教訓に対する対応状況（ハード対策：11.その他の視点）

・緊急時に使用
に期待する系
統のインター
ロックの再確
認

・初動対応時の
人員・資機
材・設備のマ
ニュアルへの
記載(対応済)
・初期対応，長
期対応に十分
な人員の配備

・各要員の役割
分担の明確化
(対応済)
・パラメータ
監視機能の代
替方法

・重要免震等，
オフサイトセ
ンターの機能
強化

・放射線防護，
測定機器の拡
充

・現場作業場へ
のアクセス性，
独立性，

・通信手段の強
化

INPO

・瓦礫撤去用
の重機配備

・高圧注水系
信頼性向上
検討（イン
ターロック
の見直し）

・SA時の必
要性に応じ
た計測装置
の研究開発

・SA時での
CAMSの精
度向上（水
素分析）

・免震重要棟
の機能強化
（人員，設
備等）

・放射線防護，
測定機器等
の拡充

・現場作業用
照明の配備
(対応済)
・移動無線，
衛星電話の
配備，電源
の配備

東電事故調

・瓦礫撤去用
の重機配備

・十分な量の
防護用装置の
配置

・SA時の計器
用バッテリー
の配備，代替
用計器の配備

・RPV破損後
の再臨界に対
する中性子計
測器の導入

・中央制御室
用バックアッ
プ電源配備

・免震重要棟
の津波対策，
非常用電源の
確保

・海上輸送，
空輸手段の検
討(検討中)

・現場作業用
照明の配備
(対応済)
・通信手段の
強化(対応済)
・中央制御室
遮蔽向上対策

・SA時の
計測機
器の使
用と新
規開発

・プラント状態
の監視機能の
強化

・緊急時の線量
上昇を考慮し
た対応施設の
設計

・モニタリング
システムの強
化

・中央制御室と
免震重要棟と
の通信手段の
強化

【対策11】

・事故時の指
揮所の確
保・整備

【対策12】

・事故時の判
断能力の向
上

【対策26】

・事故時の通
信機能確保

【対策28】

・プラント状
態の管理機
能の強化

【対策29】

・事故時モニ
タリング機
能の強化

【対策30】

・非常事態へ
の対応体制
の構築・訓
練の実施(対
応済)

NISA技術的知
見30項目

国会
事故調

政府事故調
（中間+最終）

・プラント
状態の監
視機能の
強化

民間事故調
大前レポート
(中間+最終)

現場へのアクセス
性強化

アクセス道路補強

瓦礫撤去用重機の

配備

居住環境の強化

中央制御室環境改善

免震棟の増強

プラント状態の

把握と情報の共有

モニタリング機能強
化

通信設備増強

プラント状態監視機
能強化

対応状況
問題点
SA時に必要
な作業を円滑
に進めること
ができる体制
（ハード，ソ
フト）が十分
でなかった。

・非常時を想定
した体制が，
ハード面，ソ
フト面ともに
十分でなかっ
たため，必要
な作業が円滑
に進められな
かった。

バック
アップ環
境・体制
の整備
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各事故調査報告書の教訓に対する対応状況（運用面：12.事故への備え）

・幅広い事
態に対応し
たマニュア
ル、設計図
面等の必要
な情報の整
備

・高線量下、
夜間や悪天
候下等も含
めた事故時
対応訓練

・設計基準
を上回る事
象に備えた
手順書・訓
練

・困難な状
況下でのベ
ント手順

・AC/DC電
源喪失、ﾋｰ
ﾄシンク喪
失、IA喪失
の対応手順、
訓練

・炉心冷却
と復旧活動
の明確な戦
略策定と優
先順位付け
の訓練

・複数プラ
ント被災へ
の対応手
順・訓練

・特殊な事
故対応設備
を操作する
要員の育成

・体系的ｱﾌﾟ
ﾛｰﾁを用い
た教材整備、
教育・訓練

INPO

・整備した設
備をプラン
ト状態に応
じて柔軟に
選択できる
手順

・資機材・装
備品とその
保管場所も
明確にした
手順

・要員・組織
に技能や知
識を付与す
る教育、事
故対応が出
来るための
訓練

・有益な情報
を手順書、
教育・訓練
に反映

東電事故調

・全交流電源長期喪失を想定し
たＡＭ手順書

・代替交流電源、直流電源確保
手順

・電源車利用手順・訓練

・今回の想定外事象を反映した
AM見直し、定期訓練、対応
能力強化

・災害発生時の作業手順、訓練

・高圧冷却系が機能の間に，低
圧冷却機能を準備するための
手順・訓練

・夜間・休日の電源喪失等を想
定した訓練

・代替電源の接続手順、訓練

・普段からの訓練の重要性の再
認識と強化。対策行動のス
ピードアップ

・複数プラント過酷事故時のプ
ラント別対応者，要員の決定，
訓練

・AM手順書・対策等の適切な
定義、実行者の確保，教育・
訓練の実行

・中立的な観点から，手順・人
材・訓練が適切であることを
定期的にチェック・評価

・最も過酷な環境を想定した実
践演習

・全電源喪失時において，代替
電源・冷却機能を2時間以内
供給する訓練

・対策行動訓練は，数値目標を
設定し，習熟度をチェック

・国・地元・関係機関などと共
同で実践的な演習を行う

・津波、
シビ
アア
クシ
デン
トに
対す
る事
前対
策が
不十
分

・想定を越
える状況
の対応マ
ニュアル

・同時多発
した過酷
事故を想
定した対
応手順書

・B.5.b要
求事項の
対策はSA
対策にも
有効
・過酷事故
に対する
レベルの
高い知識
と訓練
・過酷事故
進展に対
する予測
解析ツー
ルの活用
に精通し
た専門家

NISA技術的知
見30項目 国会事故調

政府事故
調（中間+
最終）

民間
事故調

大前レポート
(中間+最終)

教育・訓練

運転員津波AMの
手引き研修

電源機能等喪失時
対応訓練

運転員シミュレー
タ訓練（地震+津
波+SBO）

緊急時訓練の強化

対応手順の整備

津波ＡＭの手引き

電源機能等喪失時
対応ガイド類

緊急時臨機応変対
応ガイド

手順書等の更なる
見直し

資格取得

重機等の必要資
格取得

対応状況問題点
複合災害、
複数プラン
ト同時被災
といった想
定を越える
状況に対応
する手順や
訓練が十分
でなかった

・想定を超える津
波に襲われた場
合にどうなるか
について、十分
に検討し、必要
な対策を講じる
という姿勢が不
足していた。
・シビアアクシデ
ントに対する備
え（手順、訓
練）が不足して
いた。

想定を超
える事故
への備え
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各事故調査報告書の教訓に対する対応状況（運用面：13.緊急時の備え）

・設計基準を
上回る事象
に備えた体
制

・事象初期段
階における
迅速な運転
員、要員の
配置、長期
対応の人員
配置計画

・ 特殊な事
故対応設備
を操作する
要員の確保

・要員の役割
と責任の明
確化

・対応活動に
必要な施設
は自然災
害・原子力
災害発生時
も機能維持
可能な設
計・装備

INPO

・注水・冷却機能
維持に必要な要
員の確保

・要員が参集でき
る環境、仕組み
整備

・複数プラント同
時被災に対応で
きる指揮命令系
統

・発電所長の権限
明確化

・経営トップ不在
の回避

・外部関係機関の
現場指揮への介
入による指揮混
乱等の阻害要因
の除去

・事故収束に専念
できる態勢

・長期間、２４時
間対応可能な態
勢

・本店・他発電所
の人的支援

・活動拠点、長期
対応インフラの
整備

・沖合津波高さ情
報の早期入手、
避難体制整備

東電事故調

・複数プラン
ト過酷事故
時のプラン
ト別対応者，
要員の決定，
訓練

・実践的な訓
練の強化(特
にスピード
アップなど)

・ガバナンス
が明確に機
能する組織
と権限の設
計

・緊急被ば
く医療機関
が機能を果
たすことが
できなかっ
た

・政治家による場
当たり的な指
示・介入を防ぐ
仕組み

・事故時に会長と
社長が不在は事
故対応の妨げ

・本店側が技術的
な援助ができな
かった

・社長が重大な局
面で官邸の意向
を探るような曖
昧な連絡

・事業者と政府の
責任の境界が曖
昧

・緊急時の指揮命
令系統の混乱

・事故時
指揮所の
確保・整
備（必要
な電源の
確保、放
射性物質
の流入防
止、カメ
ラ等によ
る建屋等
の周辺状
況の監視
機能及び
通信機能
の確保）

NISA技術
的知見30
項目

国会事故調
政府事故調
（中間+最終） 民間事故調

大前レポート
(中間+最終)

態勢整備

代替指揮所の追加
整備

指揮命令系統の明
確化

ＩＣＳの導入

支援体制の強化

原子力レスキュー
の整備

対応要員の増員

夜間・休祭日宿直
体制の増員（現場
対応要員）

夜間・休祭日宿直
体制の増員（対外
連絡・情報収集要
員）

緊急時対策要員の
大幅増員

運転員の増員

対応状況問題点
複合災害、
複数プラン
ト同時被災
時に長期・
２４時間対
応できる態
勢が整って
いなかった

・複合災害、複数
プラント同時被
災に対応できる
態勢（初動体制、
長期対応体制、
指揮命令系
統、）ではな
かった。
・また、活動拠点
の整備、インフ
ラ、医療体制に
ついても十分で
なかった。

複合災害等
への対応態
勢の整備
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各事故調査報告書の教訓に対する対応状況（運用面：14.情報伝達・情報共有）

・炉心冷却状態
は最優先事項
として常に明
確に把握

・重要なプラン
トパラメー
ターと緊急時
対応機能をモ
ニターする主
要及び代替の
方法を用意

・コミュニケー
ションの方法
と設備は、正
確かつタイム
リーな情報交
換、首尾一貫
した明確な公
衆とのコミュ
ニケーション、
電力会社と政
府間の情報共
有を促す

・事故対応に必
要な知識・経
験を持つ人と
連絡がとれる
必要がある

INPO

・緊急時
対策室と
中央制御
室に同一
のテンプ
レートを
準備し、
訓練で習
熟

・プラン
ト状態や
系統状態
について、
情報伝達
様式等を
整備し、
視覚的に
容易に状
態を把握

東電事故
調

・現場作業員と緊急時対
策室・中央制御室との
通信手段の確保

・情報共有の質・量・速
度の強化

・情報共有の質・量・速
度の強化ための仕組み

・リアルタイムで情報共
有する仕組みの重要性
再確認

・重大事故発生時には，
全関係者がリアルタイ
ムかつ透明に情報共有
できるネットワーク
（専用回線、非常用電
源、耐震、津波対策、
セキュリティ対策）

・AMで対応すべき状況
になったことがわかり，
その後の進展が双方向
で共有・協議できる仕
組み

・AMモードに入った時
点でネットワークがオ
ンになり，必要に応じ
てプラントと関係者が
接続し，リアルタイム
で情報共有・会議・意
志決定できる仕組み

・連絡系
統の一
部に混
乱が見
られた。

・災害時連
絡回線とし
て、多様な
通信回線
（衛星通信
システム・
市町村防災
行政無線・
J-
ALERT）
間の相互乗
り入れ・共
有が必要。
緊急時対策
本部や事業
者とのテレ
ビ会議シス
テムを設置。
通信障害発
生の恐れの
少ない通信
手段の確保
が重要。

・事故時に
おける計
装設備の
信頼性確
保（電源
の確保、
計装専用
の蓄電池、
予備計測
器の設置
や予備品
の確保、
補正等が
必要なも
のについ
ての情報
整理）

NISA技術
的知見30
項目

国会事故調
政府事故調
（中間+最
終）

民間事故
調

大前レポート
(中間+最終)

国との連携

国とのＴＶ会議シ
ステムに連携

自治体への通報手
段の多様化

重要情報（プラ
ントパラメー
タ）の共有

SPDS停止時のプ
ラント情報共有手
引き

プラント監視・
通信手段の強化

中央制御室蓄電池
等配備

中央制御室通信手
段増強

対応状況問題点
複合災害、
複数プラン
ト同時被災
時の情報伝
達・情報共
有に混乱が
生じた

・プラントパラ
メータの監視が
できない状態が
発生した。
・政府との情報共
有が十分でな
かった。
・中央制御室の通
信手段がホット
ラインだけと
なった。

情報伝達・
情報共有の
強化
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各事故調査報告書の教訓に対する対応状況（運用面：15.資機材調達・輸送体制）

・資機材手配時の
体制，通信手段，
使用一覧，入・出
荷チェックの設計，
訓練

・過酷事故時の，
自衛隊などとの連
携の手順・体制の
確立

INPO

・真に必要とする支援
を選択する仕組み

・資機材受け取り、保
管や発電所への引き
渡しを行うチームの
結成、派遣

・輸送従事者の定期的
放射線教育

・資機材輸送に必要な
情報を明確化

・重要度の高い資機材
の操作や情報を知る
者も資機材とともに
移動

・発電所周辺で輸送中
継拠点候補地の複数
事前選定

・出入管理拠点構築の
方法（拠点選定、要
員の放射線教育、除
染設備の確保等）の
事前検討

東電事故調

・支援物資の受
入態勢につい
て、担当官庁
のマニュアル
や原子力事業
者防災業務計
画等に対応方
法を定めてお
く

NISA技術
的知見30
項目

国会事
故調

政府事故調
（中間+最終）

民間事故調
大前レポート
(中間+最終)

後方支援拠点

後方支援拠点整備

輸送体制の強化

輸送会社運転手の
放射線防護教育

輸送会社との輸送
契約（警戒区域含
む）

飲食料・燃料等
の備蓄

非常時の燃料調達
協定

対応状況問題点
資機材調
達・輸送を
行う体制が
十分整って
いなかった

・複合災害と原子
力災害の同時発
生により、資機
材の的確な輸
送・調達ができ
なかった

資機材調
達・輸送
体制強化



16

各事故調査報告書の教訓に対する対応状況（運用面：16.事故時放射線管理体制）

・放射線防護
要員は、確立
された手順書、
設備、人員を
備えることが
必要

・安全停止を
確立・維持に
必要な運転員
の対応を、放
射線管理が迅
速にサポート
可能とすると
ともに、対応
に必要な柔軟
性を持たせる

INPO

・出入管理
拠点構築の
方法（拠点
選定、要員
の放射線教
育、除染設
備の確保
等）の事前
検討

・最低限必
要な放射
線管理に
関する知
識の教育

・発電所に
従事する
女性は、
早期に発
電所から
退避

・内部被ば
く評価方
法及び対
応手順に
ついて検
討、整備

東電事故調

・現場作業員の
被ばく防止に
関する東京電
力社員の意識
は低く、東京
電力における
被ばく回避の
放射線教育の
在り方に問題
があった

・過酷事故進展
解析ツール、放
射能の悲惨予
測・拡大抑制解
析ツール、モニ
タリング設備の
整備。モニタリ
ング設備の整備
（機種多様性、
設置場所分散化、
情報処理高速化
などを考慮）

・東電は、シビ
アアクシデント
時における作業
員の安全対策に
ついて事前に想
定していなかっ
た上、対応が不
十分

・過酷事故を想
定し、免震重要
棟電源、正圧環
境等を対策

・過酷事故を想
定し、免震重要
棟の電源、正圧
環境、緊急時対
応体制、WBC、
放射線分析機能、
エアラインマス
クの清浄設備等
の対策が必要

・モニタリ
ングポスト
の非常用電
源からの供
給や専用電
源の設置

NISA技術的
知見30項目

国会事故調
政府事故調
（中間+最終）

民間事故
調

大前レポート
(中間+最終)

放射線防護資機
材、内部被ばく
評価手順、放射
性物質流入防止、
要員増強

免震重要棟、中央制
御室APD増設

簡易式入域管理装置
の配備

簡易WBCの配備

復旧要員の放射線防
護装備品配備増強

緊急時対策室放射性
物質流入防止対策

放射線測定要員の大
幅増強

モニタリング装
置強化

モニタリングポスト
電源強化（非常用電
源）

モニタリングカー増
強(1台→３台）

可搬型モニタリング
ポスト配備

対応状況問題点
複合災害、
複数プラン
ト同時被災
等により放
射線管理に
支障を来し

た

・事故時モニタリ
ングの故障によ
り、放射線管理
に支障を来した
・出入管理拠点の
構築を事前に定
めていなかった。
・複数プラントに
おける過酷事故
を想定した要員、
装備が十分に
整っていなかっ
た。

事故時放
射線管理
体制強化



17

各事故調査報告書の教訓に対する対応状況（運用面：17.事故時の公表、社会への情報発信強化）

・コミュニ
ケーショ
ンの方法
と設備は、
正確かつ
タイム
リーな情
報交換、
首尾一貫
した明確
な公衆と
のコミュ
ニケー
ション、
電力会社
と政府間
の情報共
有を促す

INPO

・トップ自ら率先して積極
的な情報発信

・原子力災害時には進展す
る事象を迅速・確実に公
表、住民の安全にとって
重要な情報を最優先に公
表

・多様な情報を直接かつ迅
速にお伝えできるイン
ターネットを積極的に活
用

・発表内容の事前調整につ
いてはとりやめ、情報共
有程度に留める

・国、自治体、事業者が協
力して予定していた広報
の一元化について実効的
な広報について関係期間
と再度調整を行う

・地域住民にとってどのよ
うな情報が重要であるか
をよく検証し、中央で発
信すべき情報と現地で発
信すべき情報を見極め、
その方法を含めて有益な
情報をいかに迅速に正確
に公表することができる
かを事前によく検討して
おく

東電事故調

・地元自治体
が情報を共
有し，判断
できる仕組
み

・確定した事実、
確認された事
実のみを開示
し、不確実な
情報のうち特
に不都合な情
報は開示しな
いといった姿
勢

・近隣住民等が
危険にさらさ
れている状況
下において、
情報の透明性
よりも、官に
対する事業者
としての体面
を重視してい
た

NISA技
術的知見
30項目

国会事故調
政府事故調
（中間+最
終）

民間
事故
調

大前レポート
(中間+最終)

事故時の公表・
情報伝達の強化

報道対応体制の再
構築

過酷事故時に活用
する資料作成

インターネットを
活用した積極的な
情報発信

オフサイトセン
ター機能強化によ
る広報一元化

対応状況問題点
事故時の公
表・情報伝
達が十分で
なかった

・進展事象の確実
な公表、住民の
安全に重要な情
報発信が十分で
なかった
・有益な情報を平
易・迅速に公表
することが十分
でなかった

事故時の公
表・情報伝
達強化


